




























明治元年（1868年） 15．5 10．7 26．2
明治10年（1877年） 23．3 27．4 50．7
明治20年（1887年） 52．4 44．3 96．7
明治30年（1897年） 163．1 219．3 382，4
明治33年（1900年） 204．4 287．2 491．6
明治37年（1904年） 319．3 371．3 690．6
明治38年（1905年） 321．5 488．5 810．0
明治40年（1907年） 432．4 494．4 926．8
第2表　主要国の貿易額（1898年） （単位　百万円）
順位 国 名1 輸出額 1輸入額 合 計
1 イ ギ　リ　ス 2，277．8 4，587．2 6，865．0
2 ド イ ツ 1，821，4 2310．1 4，131．5
3 ア メ　リ　カ 2，400．9 1，200．4 3，601．4
4 フ ラ　ソ　ス 1，366．4 1，718．O 一3，084．4
16 目 本 165．7 277．5 443．2
第3表主要国の貿易額（1970年） （単位　百万ドル）
順位 国 名 ’輸出額 1輸入額 ，合 計
1 ア　　メ リ　　カ 42，590 39，756 82，346
2 西　　ド イ　　ツ 34，189 29，814 64，003
3 イ　ギ リ　ス 19，351 21，724 41，075
4 日 本 19．318 18，881 38，199
5 フ　　ラ ソ　　ス 17，742 18，780 36，522
■
みなぎってきたのであり，それまでは，いわゆる商館貿易の時代で，横浜・神
戸などの居留地在住の外国商人と引取屋（買手）または売込屋（売手）と称す
る日本商人との取引で，わが国の商人が直接行なった輸出入額の割合は極めて
小さかった。｛2，一般に，目本商人によって輸出入取引が直接行なわれるように
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なったのは日露戦争以降のことである。｛割19世紀末におげるわが国の貿易額の
大きさは，当時の列強諸国に比べると，16位であり，1位のイギリスの約15分
の1にすぎなかった（第2表）。その後70余年を経た今日，第二次大戦の敗戦
から立ち直り，1970年には第3位のイギリスとほぼ肩を並べるまでにわが国の
貿易は成長した（第3表）。
　今世紀に入って世界の貿易額は，前世紀よりも急速に増大する。これは，．も
ちろん，主要国における工業化の進展にともなう原料・食料の需要と工業製品の
供給が増加したことにその一因を見ることができるけれども，他の原因として，
貿易経営上，19世紀後半に発生した新しい取引慣習を見落すことはできない。
　今日の貿易取引の大部分は，F．O．B．またはC．I．F．契約によって行なわ
れている。ω前者がイギリスの判例にあらわれたのは19世紀初期であるが，㈲今
日貿易取引にみられるのはこの初期の且O．B、から派生した異質のF．O．B一
である。㈲C．I．F．契約がイギリスの判例にあらわれたのは1862年である。ωげ
れども，ベルギーのアソトワープ商事裁判所においては，1859年に，既にイギ
リス商人の間にC．L　R売員という慣習が存在する事実を認めていたといい，
またフラソスのルアソ市およびレソヌ市では1862年にC．I，F、の判例が示さ
れており，更に，これより遅れて1872年にドイツではハソブルグ商事裁判所に
初めてC，I．Rの判例があらわれたといわれる。㈱このようた新しい取引慣習
が発生し，これが普及した背後には通信・運送・保険・金融などの近代的諸制
度の発達を必要とするが，19世紀後半に・は，隔地敢引形態の貿易に不可欠な諾
条件が整えられたのであり，このような国際商憤習によって世界貿易が今世紀
に入ってから急速に発展したということができる。
　明治37年に早稲田大学商学部が設立されたことは前述の通りであるが，当時
の学科配当表には，働商業各論（売買，税関，‘海運，保険等），外国為替論，外
国貿易論，英語商業文のほカ㍉特に貿易実務に関する学科はない。今日の「貿
易実務」という科目は，貿易経営の営む個別的な貿易取引を対象として，貿易
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商品の売買技術や輸出入手続を主とする貿易商務の研究と，貿易契約に関する
商債習を中心とする売買理論の研究を横糸縦糸として織りだされる研究領域で
ある。ω明治37～8年の日露戦争後に日本商人による直接貿易がかなり行なわ
れるようになったというものの，まだ貿易港を中心とする商館貿易の比重は高
く，その頃までの貿易の概念は，異国産の珍しい商品に関する外国商人との取
引であり，厳密には国内売買であ乱19世紀後半にイギリス商人により築かれ
た新しい国際商慣習にもとづいて世界貿易が拡大するのであるが，わが国にお
げる近代的諾制度の整傭は明治維新（1868年）後に着手されたのであり，これ
らを背景として本格的な隔地取引形態の貿易がわが国の商人によって行なわれ
るように汰ったのは第一次大戦後である。貿易取引が量的に発展し，また質的
にも複雑な組織と制度にもとづいて営まれるようになり，これが大学におげる
研究・教育の対象と考えられるようになったのもその頃である。ω
　今日の貿易は隔地取引形態において行なわれ，売買当事者の国籍と関係なく，
一般に，r異なる国に営業所を有する当事者間に締結され，その契約にもとづ
いて目的物が国際運送人により国際移動をするような物品売買」または，r一
国の領域から他国の領域へ関税線を越えて商品が移動し，その所有権の国際的
移転を生ずるような商品取引」としてその概念がとらえられている。胸このよ
うな貿易取引を研究対象とするr貿易実務」において，商慣習のもつ意義を考
察することを本稿の目的とする。
　2）店頭敢引と隔地取引
　物品の売買には，われわれが日常経験するような店頭取引（0Yer－the－counter
sales）や定期市における取引（sales　at　a　m姐ket－place　Or　fair）と隔地取引
（distant　trade）がある。前老ぱ，履行がなされる時点から，却時売買（pre－
SeI1t　Sa1e）とみられることが多く，後老は期限付または条件付で契約が締結
される将来売買（fut岨e　saユe）である。店頭取引においては，買主は自己の
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欲する物品を検査または選択することができるし，あるいは疑間があれば，商
談の過程において十分に納得のゆくまで相手方に間いただすことができるL，
また売主も意を尽して理解させるように努力するであろう。これに対して，今
日の貿易取引のように，隔地取引の場合には，売買当事者がそれぞれ遠く隔っ
た場所に営業所をもっており，手紙や電報で商談を進めるので，一般にその通
信は簡潔な表現にてなされるのであり，外国貿易においては特にそうである。
　貿易契約は諾成契約（cOnsensual　agreement）であるから，申込と承諾の
合致により成立する。またこれは不要式契約であるから，口頭，書面，または
一部口頭・一都書面でなされてもよい。㈲貿易取引においては，通常，往復書
簡・電報・テレヅクス等によって商談が進められ，やがてその内容が煮詰まる
と，申込および承諾という意思表示の合致により契約が成立する。これらの書
簡や電報の内容が当事老聞の契約条項（terms　Of　cOntract）を構成する。
　貿易契約の内容または条項は，明示条項（express　terms）と黙示条項
（implied　tems）からなる。明示条項とは当事者が相互に確約して契約に挿
入した条項であり，黙示条項とは法または慣習にもとづいて当事者が当然従う
であろうと考えられるもので，契約内容の一都となる。個々の貿易契約は，取
引商品の種類または性質により，細部においては若干の相違が見られるであろ
うが・物品売買であるという点において包含されねばたらぬ幾つかの基本的な
条項からなっている。例えば，品質・数量・価格・船積・決済などについては，
その都度はっきりと合意しておくことが大切であることは言うまでもないこと
である。しかも，これらが極めて簡潔な形で表現されるにもかかわらず，大量
の貨物を遠く海上を輸送して外国市場にて売り捌く貿易取引が迅遠かつ安全に
行恋われるのは，主として国際商慣習にもとづく黙示条項によって貿易契約が
補完されているからである。貿易の取引慣習は国際海運，海上保険，荷為替手
形および信用状等の諸制度を背景に発達してきたものであり，貿易契約はこれ
らの制度を利用して履行されるのであるから，貿易契約を的確に締結し，これ
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を厘行するためには，まず現行の貿易慣習を正しく理解しなければならない。
注（ユ）わが国の貿易論に関する初期の文猷に，「国家の興亡は，翰時に於げる海権の強弱，
　　平時に於げる貿易の伸繕によりてトすることを得べし，」と述べられている。檀野礼
　　助「国■際貿易論」明治35年，11頁。
　（2）目本商人の直接取扱った貿易額の割含。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
輸　　　　出
輸　　　　入
明治10年
3，6
1．5
明治20牢
ユ2，5
11．3
明治30年
27，2
36．2
明治33年
35，8
39．3
　　出所　上坂酉三「貿易論」昭和24年，175頁。
　　参考までに挙げると，昭和5年（1930年）におげる貿易商杜数1，984の内訳は，目
　本企業1，351（68％）および外国企業633（32％）である（上坂酉三「貿易経営実務」
　昭和10年，5～10頁）。昭和47年度末におげる貿易企業数は9，223で，そのうち目本
　企業数8，948（97％），外国企業数275（3％）である。同年度の目本の輸出額約I1兆
　円，輸入額約8，2兆円に占める外商取扱額の割合は，それぞれO．8％，O．7％である
　（通産省「貿易業態統計表（昭和48年）」昭和49年5月，4頁および28頁）。
（3）上坂，前掲書，180頁。
（4）朝岡良平「“Ex　WOrks”契約と貿易取引」早稲田商学第240号，昭和48年工2月，92
　～95頁参照。大阪商工会議所国際部「貿易売買契約に関するアンケート調査」昭和
　45牟6月，35頁。
（5）　W此肋％α〃乃v・〃；伽∫o弼（1812）3Camp，270；C閉砂刎w助∂〃（1816）6
　Tau武招3；R刎尾マー肋砺θ〃（1822）5B。＆Ald．632．
（6〕朝岡・土井・小林・竹田編「国際敢引ハソドブック」昭和49年，205頁。
（7）　τ椛g窩〃彦s孔8肋θ〃（1862）7H．＆N－574；ユ58E．R．600．
（8）賀屋俊雄「海上売買研究及び貿易実務」昭和29年，6～7頁。
（9）商挙部史（ユ），早稲田商学第234・235号，昭和48年3月，34頁，99頁および112頁。
⑩　朝岡良平「貿易実務」（染谷恭次郎編「商学研究ガイドブック」所収），昭和48年，
　13頁以下。
⑪　貿易関係の初期の文献に次のものがある回Hooper，F．and　Graham，J．，肋クo〆
　＆1必ψo材　τ〃6召oグ伽∂2〃20o刎刎2”dα1P竈械｛むθ，　London，　1901．　Sonndorfer，
　R．，肋肱伽娩伽耽1肋肋なWien　md　Leipzig，1912．Dudley，F．M、，
　τ肋亙功o㎡〃♂肋挽励oo尾刎6αos∫ση，London，1916．Fow1er，J．F”Richards，
　C．A．a口d　Talbot，H．A、，亙功oヵ肋〃㈱，New　York，1916．Ma11ony，P．R．，
　Z加返功oκ8”12㈱伽，New　York，1916．　U．S．Federal　Trade　Commission，
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　Coδ〃励o〃伽〃2庇例五ψo〃τ吻幽，Washi㎎ton　D．C。，1916．Hough，B．
　O”P〃械oα1E幼o〃勉＆New　York，1919．Osbome，R．S．，1刎力o材伽∂返功o〃
　丁棚幽（Modem　Business　Routine，Vol．II），London，1918．Savay，N。，P〆勉δμ3s
　びハo犯｛酬τ刎伽，New　York，1919．　▽edder，G．G．，λ刎2〃ω拠　〃2ま肋ゐ　伽
　肋”晦尻”肋，New　York，1919．Wo1fe，A．A，丁肋ηα〃P伽枕2ぴ肋〃一
　伽肋伽1Co刎刎θκ召，London＆New　York，1919・Hooper，F・and　Graham，J・，
　1刎カo〃o刎∂亙”力o〃　コ「”協620π　ルーo∂2榊　　Co刎刎3”δα1　－P”囮6あoθ，　London，　1920・
　Preciado，A．A．，亙切o励惚サo肋2Wb〃¢New　York，1920．
　　上坂酉三博士が早稲田大学にて「貿易実践」を講じたのは犬正13年（1924年）で
　あ飢わが国の初期の文献には次のものがあ飢檀野礼助「国際貿易論」明治35年
　（1902年）。上坂酉三「輸出貿易手続詳解」犬正11年（1922年）。　同「委託貿易の
　研究」大正12年（1923年）。　同「輸出貿易案務誌」（A5判，830頁），大正14年
　（1925年）。　中井省三「貿易業務論」昭和2年（1927隼）。
⑫　朝岡良平「国際商品取引のプ目セス」（前掲r国際敢引ハンドブヅク」所収），3
　頁以下参照。
⑬　ただし，アメリカ統一商迭典の詐歎防止法や確定申込に関する規定の如き場合を
　考慮すること。U．C．C一§か201および§2405を参照。
2．商慣習の概念
　1）取引慣習の意味
　ある特定の集団に属する人達の長年にわたる常習的行為により伝統的なも
のとしてこれらの人達に広く承認されるようになった行動様式が一般に慣習
（custom；Sitte；cOutume）と称されるように，商業に従事するすべての者が
承認し，遵守するような伝統的な取引様式が商慣習（merCantile　CuStom，tra－
de　usage；Usance，Handelsbrauch；usance，usage　commerciaI）と呼ばれ
る。そこで，商慣習という言葉は，商業の概念をどのように把握するかによっ一
て，広義または狭義に使用される。例えば，商法の規定にみられるように，商
人が自己の営業のためにする行為をすべて商行為であると解する場合には，ω
商業の概念は広義に把握されている。このような場合に商慣習という言葉は広
義に用いられ，一般に商人が日常繰り返して行なっている営利活動に関する慣
1331’
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行または習慣を意味する。これに対して，経済学や商学上の分類においてしぱ
しぱ見られるように。，商業を狭義に解し，これを固有の商業一すなわち物品
の売買一であると解するときは，商慣習の意味は商品の売買取引に適用され
る売買慣習または取引慣習に限られることになる。
　取引慣習としばしぱ同一視されるものに，各業界における慣例（praCtiCe）
または慣行と呼ばれるものがある。商人が目常くり返し行なってきた取引行為
または慣例とされる行為の中から，やがて鴬習的または慣例的に実行されるも
のとなり，思慮分別ある者が，契約当事者として同じ状況におかれた場合に，
その契約に当然適用するであろうと恩われる程度にまで確立した取引の慣行ま
たは方法が取引慣習（usage　of　trade）である。一2，一般に慣習というとき，こ
れをuSageまたはCuStomという英語であらわすことがある。この二つの言
葉は日常同義的に用いられることもあるが，両者を区別して用いるならば，
11Sageは事実たる慣習で，これが終億するときにCuStOmがはじまる。後者
の㎝StOmは，この場合には，慣習法（CuStOmary1aW）を意味する。これ
は法に採用されることにより有効なものとなるものであり，当事者の合意によ
る意患表示にかかわりなく拘束力を有する。これに対して，uSageを有効なら
しめるのは取引をなす当事者の合意であるから，これは諾成契約においてのみ
重要となる。＝割
　2）　明示条項および商談の経過との関係
　隔地敢引の契約内容は，これが通信手段により反復して用いられると，次第
に簡略化され，やがて定型化する傾向を有す乱それにも拘らず，隔地敢引に
おいて，金額的にも数量的にも一層大きな商品の取引が安全・確実に行なわれ
うるのは，これが商慣習またぼ取引慣習にもとづいているからである。契約当
事老間におげる商談の経過（cOurse　Of　dea1ing），‘4］両当事者が従事している
特定の職業もしくは取引におげる敢引憤習，㈲または当事者が知っているかあ
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るいは知るべきであった取引慣習㈹は，当事者の合意せる条項に対して特別の
意味を与え，その条項を補足し，または限定する。ω
　契約においては，明示条項，商談の経過および敢引慣習は，合理的範囲内に
おいて，相互に矛盾しないように解釈されねぱならないが，もしそのように解
釈することが合理的でない場合には，明示条項が商談の経過および取引慣習に
優先し，また商談の経過は取引慣習に優先する。㈹
　いかなる法律行為も公序良俗に反するものは無効であり，⑲1もちろん貿易契
約もその例外ではありえない。したがって，当事者の意思表示または明示条項
もこれに反してはならたいし，取引慣習または商慣習もこれに反しては成立し
えない。公序良俗に関せざる任意規定と異なる意思表示がなされるか，または
これと異なる取引債習が存在し，契約当事者がこれに従う意思を有するときは，
このような意思表示または取引慣習が任意規定に優先して適用される。ωこの
点において，意思表示と敢引慣習とは一致する。Lかし，前記のように，契約
において，両老が矛盾しないように解釈することが合理的でないときは，意思
表示が取引慣習に優先する。また，取引慣習は，当事者がその存在を知らなか
ったとか，あるいはそれに従うつもりはなかった場合でも，四囲の状況からこ
れに従うべきことが当然であると認められるときは，当事者が明示的合意をも
って排除しないかぎり，法律行為の解釈基準として適用される点において，意
思表示とは異なる。
　3）商慣習法との関係
　事実たる慣習である取引慣習または商慣習と区別さるべきものに商慣習法
（㎜ercanti1e　customary　Iaw，1eg創custom　of　merchants；Hande1sgewo－
hnheitsrecht）がある。両着を理論的に区別するのは容易でないが，通常，商
慣習に法律確信（1e劇attestation；Rechts砒erzeugmg）が加わったとき，
これが商慣習法になると説明されている。商人問の取引にみられる規則的，合
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理的な常習的行為が次第に商慣習を発達させ，やがてこれが発達して商慣習
法固となり，19世紀後半以降に，これらにもとづいて，例えば，イギリスの為
替手形法（Bi皿s　of　Exch㎝ge　Act，1882），物品売買法（Sa1eof　Goods　Act，
1893），アメリカの統一流通証券法（U㎡form　Negotiable　Instmments　Law，
1896），統一売買法（Uniform　S創es　Act，1906），統一商法典（Uniform　Co－
mmerciaユCode，1952），犬陸茸諸国の商法典などの法典化が行なわれ・ここ
に商慣習または商慣習法が固定する。げれども商業活動は絶えず進歩発展を続
けるのであるから，これに伴って新しい商慣習または商慣習法が絶えず発生し
て，成文化された商法典や単行法を補足する。
　商慣習法は，当事老がこれに従うべき意思を有するものと認められないとき
でも，法として当然に適用される。これに対して，商慣習は，原則として，当
事者がこれに従う意思を有する場合にのみ，法律行為の解釈の基準として適用
される。胞すでに述べたように，商慣習法も商慣習も公序良俗や強行規定に反
するものは成立しえない。げれども，商慣習法は任意規定がある場合には成立
しえないのに対し，事実たる慣習である商慣習は任意規定がない場合はもちろ
んのこと，任意規定があってもこれに優先して適用される。㈱
　商慣習法は法律と同一の効力を有するのであるから，契約当事者がこれに従
うづき旨の意思表示の有無にか牟わりなく適用され私けれども・取引慣習は・
このような慣習の存在またはその内容が事実として証明されなげればならな
い。ωいずれの当事者も，自分が全く知らないまたは知っているはずのない慣
習に拘束されることはないのである。Lたがって，慣習によって言葉の意味を
定めたり，契約に条項を追加しようとする者は，契約の相手方が実際にその憤
習を知っていたこと，またはその慣習が周知のものであるから普通の人が相当
の注意をすれば当然その存在に気がつくということを立証しなげればならない。
それが周知のものであるたらぱ，相手方が実際にそれを知らなくても，そのこ
とは重要でぽない。自己の言葉または行為について慣習の適用を受くべき旨の
　1334
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意見をもっていることを契約の相手方が知るべきであったかどうかは事実間題
であり，その挙証責任はそのことを主張する当事者が負担する。胸
　4）統一規則および標準契約書との関係
　契約に取引慣習を適用することによって，規則的，合理的かつ単純化された
契約を締結することが可能となることはすでに述べた。慣習が契約当事老に対
Lて効力を有するのは，（1）当事者がその慣習の効力を生ずべきことに同意する
旨を相互に表示する場合，（2）一方の当事者が，自己の言葉または行為の効果に
ついて，その慣習を適用する旨の意思を有し，かつその相手方がこのような意
思を知っているかまたは当然知るべきであった場合，あるいは，（3）その種の行
為について慣習が存在し，かつ当事老がこのような慣習を知っている場合，ま
たは同様の状況におかれた老が一般にこの慣習を知っている場合である。ただ
し，一方の当事者がこの慣習と矛盾する意思を有L，かつその相手方がこのよ
うな意思を知っているかまたは当然知るべきであった場合には，この慣習は適
用されない。血旬
　そこで，当事者相互の同意があるときは別として，慣習によって言葉の意味
を定めたり，契約に条項を追加しようとする者は，相手方が実際にその慣習を
知っていたことを証明するか，またはその契約に関係ある職業に従事する者が，
その契約の締結されまたは履行さるべき場所において一般に利用される程度に
よく知られている慣習であることを立証しなければならたい。これを行たうこ
とは容易に思われるが，実際には必ずしもそうではない。また，商慣習は，あ
る時点においてこれをとらえるときは，固定しているように見えるが，これが
周知のものとなり一般に広く利用されればされるほど・更にその合理性と普遍
性を求めて，長い歳月の間に変化するのである。そこで，当事者が商慣習につ
いて正しい理解をもたなかったり，あるいは当事老間にその慣習の内容につい
て意見の一致を欠くときは，これが将来の紛争の一因ともなりかねない。した
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がって，より一層安全な取引を期して，同業組合，取引所，商業会議所などの各
種団体により，業界における取引慣習の実態調査が行なわれ，その最大公約数
的な確認事項にもとづいて，解釈基準としての統一規則（uniform　mles　on
interpretatiOn）または標準契約書（standaエd　contract　form）が制定ないし
刊行されることがある。
　このような統一規則または標準契約書をもって，各業界の取引慣習であると
解する傾向がみられる。もちろん，この統一規則や標準契約書を作成するにあ
たって，取引慣習が十分に考慮されたであろうし，また反対に，この統一規則
や標準契約書が関係当事者剛こひんぱんに繰り返して使用されるならば，これ
が普及するにつれて更に一層合理的，便宜的かつ安全た取引が要求されて，一
部条項の修正，追加，削除等を伴う変則的な取引が行なわれるようになり，や
がて，そこから新しい取引慣習が形成されることがあろう。
　取引慣習と統一規則または標準契約書との間には，上記のような密接な関係
がみられる。けれども，前者は長い年月にわたる反復的行為を通して形成され
ながらも，商取引の背後にある諸制度の発達により，固定することなく絶えず
変化し，発展する性質を有する。これに対して，後者の統一規則または標準契
約書は，これを起草するにあたって，敢引慣習を考慮することがあっても，そ
の内容については必ずしも継続的かつ慣例的行為から生じた取引様式のみを問
題とするのではなく，またその中に採り入れられた取引慣習はその時点におい
て統一規則の中に固定されてしまう。要するに，取引慣習とその解釈基準とし
ての統一規則は全く別物である。ω
注（1）例えぱ，わが国の商法第501条～第503条を参照。
　（2）U．C．C”§1405（2）；Unifom　Law　on　the　Formation　of　Contracts　for　the
　　Inte血ationa1Sale　of　Goods，Art13，Para1（以下，U　L　F　C　と引周する）；
　　Ame㎡can　Law　Institute，地吻ま舳伽まoグ肋2〃〃oグCo勉后刎ぬ，St．Paul，1932
　　（以下，Restatementと引用する），§245，P．345．末延三次訳「条解米国契約法」
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　隔和32年，§245，139頁。
（3）Williston，S．，λ丁吻眺20解伽〃ωげ0o吻オ伽紅3rd　ed．，§649，VoL5．1961，
　P，11（以下，Williston　On　Contractsと引用する）・Black’s〃〃肋肋伽η，
　4th　ed”1951，p．1709一
（4）U－C．C．，§1405（1）．
（5）Restatement，§248，p．352。宋延訳，前掲書，142頁。
（6）Restatement，§247，p．349、末延訳，前掲書，140頁。
（7）U．C．C．，§1405（3）。Wiuiston　On　Contracts，§648．Restatement，§246，
　P，345。末延訳，前掲書，139頁。
（8）U．C．C．，§1』05（4）．
（9）わが国の法例第2条，民法第90条，第91条，第92条，第280条。　Wil1istOn　On
　Contracts，§§615a口d626－Restatement，§151（b），p．181，§369，p．671，and
　§512，P．985．末延訳，前掲書、78頁，251頁および357頁。Anson’s〃〃げ0o〃・
　ま刎功，23rd　ed．，London，1969，p．320．Charlesworth’s〃召κ螂励伽工α〃，12th
　ed．，London，1970，p．90．
⑩　わが国の民法第91条および第92条。S．G．A．，§§30（4）aエid55．U．S．A。，§§43
　（1），44（4）and71－　U．L．F．C．，§11－Uniform　Law　on　the　Intemationa1
　Sale　of　Goods，Art．9（以下，U．L．I．S．と引用する）．Williston　On　Con位a’
　cts，§　651，p．32　f己
⑪　ヨーロソバー般の商人を規律Lた商慣習法（law　merchant・1ex　mercatOria）は・
　イギリスでは初め特劉裁判所で扱われ，次第に王座裁半薗所（King’s　Bench）でも間
　題とされるようになるカミ，法廷においては最初これを事実たる憤習（口Sage）として
　敢扱つた。高柳賢三「英米法源理論」（全訂版），昭和43年，125頁。Sanbom，F・R1，
　〃〃〃2κ肋〃，in　Encydopaedia　of　the　Social　Sciences，New　York，1950，vols－
　IX＿X，　p．274．
⑫　しかL，前記のように，商憤習は，これに従うつもりがない場合でも，四囲の状
　況からこれに従うぺきことが当然であると認められるときには，当事者が明示的合
　意をもってこれを鎌除しないかぎり，適用されるものと解される。
⑬　前掲の注（1◎を参照。また取引慣習が契約の意味に影響を及ぽす緒果，このような
　慣習がたげれぱ適用されたであろう法原則が不適用となることは可能である。　しか
　L，取引憤習は法原則を変更Lたり，契約の固有の性質を変えることはできない。
　Restatement，§249，P－355一末延訳，前掲書，143頁。Williston　On　C㎝tracts，§
　655，P．71．Benja㎜in，J．P．，λ丁閉桃2㈱伽〃物oヅ∫α120グp〃so〃〃o・
　力召〆フ，7th　ed一，by　Kennedy，London，1931，p．266。
⑭　U．C．C。，§1』05（2）。
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⑮　Williston　On　Contracts，§66ユ，p．101血．Restatement，§247，Comments
　（a）and（1〕），p．349血．末延訳，前掲書，141頁。
⑱　Restatement，§247，p．349．末延訳，前掲書，140～141頁。
⑰Henzler，R．，B召肋必釧桃o肋s肋κ幽∫λψ吻加物〃∫，Wiesbaden，1962，S．
　120、
3．商慣習の種類
　1）地域別慣習
　商慣習の存続にとって決定的な要素は，その慣習が適用さるべき契約に関係
する一群の人達の実際の取引行為であるから，商慣習は，その適用範囲にした
がって，次の2種類に分げることができる。その一は地方慣習（10cal　usage）
と呼ばれるもので，例えば土地の慣習とか港の慣習のように，一都の特定の場
所またぱ地域に適用される商慣習がこれに属する。他は，このような特定の場
所もしくは商業地を幾つか包含する広犬な領域あるいは一国の全経済的領域を
適用範囲とする全国的な一般慣習（genera1uSage）である。貿易取引におい
ては，通常，更に広く適用される国際商慣習（intemational　CommerCial
uSage）が適用されるが，このような国際商慣習をgeneral　uSageとみる場合
に，，各国の商慣習を10Ca1uSageと呼ぶことがある。
　取引慣習がgeneralである場合には，この慣習が適用されると思われる状
況のもとに契約を締結した当事者がこの慣習を知っていた，または当然知るべ
きであったとみるのが，一般に公平な推定であるとされている。ωしかし，契
約当事者がそれぞれ異たる土地に営業所または暦所を有し，一方の当事者の営
業所または居所の所在地に取引慣習があっても，これが1oca1なものである場
合には，上記のような捷定は必ずしも行なわれない。ω
2）業種別慣習
上記の場所的あるいは空間的な適用範囲を有する商慣習は，更に，ある特定
1338
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の職業または業種（in　a　p航icu1ar　occupation　or　trade）に見いだされると
ころから，これを業種別または専門分野ごとに区別することができる。そこで，
ある特定の取引慣習が，ある特定の地域におげる特定の業界においてのみ適用
するということがありうる。例えば，リバプール港における穀物の船卸しに関
する慣習がそれである。｛31
　1953年インコタームズは，その緒言の中で次のように述べてい乱一4］r若干の
箇所については，完全に明確な規定をすることが不可能であることが判った。
その場合には，本規則では，これらの問題を特定の薬種の慣習もしくは港の慣
習（custom　of　the　particu1趾故ade　or　port）によって決定さるべきもので
あるとした。」また，C，LF．契約に関するワルソー・オックスフォード規則
では，随所にr特定の業種の慣習」という言葉が使用されているが，町本規貝聰
において用いる特定業種の慣習（usage　of　the　particular　trade）という語は，
その特定業種において，売買契約の当事着がその慣習の存在を知り，かつその
慣習に従って契約を締結したものと考えられるほどに一般的に確立した慣習を
意味する。」と定義を規定している。㈹
　契約の当事著双方が同一の場所に営業所または居所を有し，かつ契約がその
場所で履行される場合にぱ，その種の行為に関してその場所で一般に承認され
ている慣習は，当事者の一方がその相手方にこれと矛盾する意思のあることを
知りまたは知るべきであった場合を除いて，有効とされる。また，当事者双方
が同一の職業に従事するかまたは同一団体に属する場合には，この職業または
団体の慣習は，当事者の一方がその相季方にこれと矛盾する意思のあることを
知りまたは知るべきであった場合を除いて，有効である・。ω
　取引慣習が特定の業衝こおいて一般に知られているもの（genera1）であっ
ても，この業種に属さぬ当事着は，この慣習を知らないとき，またはこれを知
っていてもそれに従う義務が攻いとみなすときは，かかる取引蟹習に拘東され
ない。｛81げれども，他方，特定の市場において取引をする当事者は，当該取引に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1339
　238
かかわるその市場に存するすべての慣習を知っているものと推定されるρ
　19世紀末までの貿易港を中心として行なわれた商館貿易形態の貿易取引にお
いては，特定の港の慣習が売買当事者により当然遵守されたであろう。げれど
も，今日の貿易取引の法律上の定義から，ω同一の場所に契約当事者双方が営
業所または居所を有し，かつそこで契約が履行されるような物品売買は国内取
引となるので，このような場所に存在する地方慣習が貿易契約に当然に適用さ
れるとは考えられない。しかし，貿易取引の当事者がそれぞれ異なる国に営業
所を有するにも拘らず，両当事者が同一職業または業種に属するところから，
その職業または業種の憤習が有効とみなされることはあろう。このような場合
に，特定の業界の取引憤習と考えられるものに多少たりとも地方的な要素が加
わっていると，当事者の一方がその契約にこの慣習が当然に適用されるものと
考えても，相手方がこの慣習を知らないために，これが適用されないことにな
ったり，あるいは，当事着閻に解釈上の相違を生じて，これが紛争の原因とな
ることが考えられる。それ故，このような特殊た憤習はできるかぎり避けるこ
とが望童しいが，どうしてもやむをえぬ場合には，あらかじめ契約中にこれに
関する条項を明示的に挿入するように一注意すべきである。ω
　3）定型取引条件
　敢引慣習は，これが適用される契約の行なわれる地域または業種によって，
上記のように分類されるが，更に，その内容によって，契約の成立に関する慣
習，品質・数量・価格その他の契約条項に関する慣習，船積・船卸その他港湾
荷役運送に関する慣習，荷為替手形・信用状などの代金決済に関する慣習等に
分類することもできる。これらの慣習のあるものは取扱商品の種類や敢引の行
なわれる地域によって異なる。これに対して，商品の種類や取引場所または当
事者の職業を問わず，広く一般に適用される売買慣習がある。それは定型的な
取引条僻（tradetem1；handel1首blicheVeれraglformeln；termsco㎜er－
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CiauX）に関する慣習である。
　この慣習は，売買当事老の基本的義務についていちいち明示的に取り決める
代りに，売買契約の種類をF．O．B．，C．I．Rなどの用語で表示し，簡潔に
して安全な取引を行なうというものである。今日，国際商慣習として認められ
ている定型的な売買契約形態には，F．0．B．契約，C，I．F．契約など10種類
余のものがある。幽
　ここで，trade　termsという言葉の訳語について私見を述べてみたい。経済，
法律その他の分野にそれぞれの専門用語があるように，trade　termsをr貿易
用語」胸または「商業用語」と解するときは，その内容が極めて広範囲に及ぶの
で，訳語としては適当でないように思う。貿易取引においては，trade　terms
という場合，C．I．RとかF．O．B．のような用語を指し，これによって商慣
習にもとづく売買当事者の最小限の義務を表示したり，価格を見積もる。この
ような定型的な売買契約が貿易取引に一般に見られるところから，これをもっ
て狭義の貿易慣習とみる。幽F．0．B．termかC．L　R　termかにより，契約
の履行条件が異なるように，各用語によって定型的な売買契約を示すのであり，
これらの用語に限定してtrade　termsという言葉を用いるならば，これを
「定型取引条件」とするのが一番よいと考える。
　もちろん，貿易取引や貿易契約の話をしているときには，r定型貿易条件」
または「貿易取引条件」という用語を用いても差麦えないであろう。しかし，
一般論として，trade　termsをこのように解するとき，その内容は貿易取引に
隈定した狭いものになるので，必ずLも適当ではないと思われる。r貿易」取
引条件という言葉を日常使い馴れると，F．O．B．やC．I．F．という略語は常
に貿易取引に使用されるものと考え，この用語を用いた契約を逆に貿易取引で
あると判断するような誤りをおかすことも起りえよう。F・O．B．やC・I・F・
という用語は必ずしも貿易取引にのみ使用されるものではなく，この慣習が発
生し発達したイギリスやアメリカにおいては国内取引にも利用されてい乱単
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に「貿易条件」とするのは上記の理由から適当でたく，「交易条件」（tems　Of
位ade）と似た言葉なので避けた方がよいと思われる。また「取引条件」とす
るときは，契約の内容または条項（tems　Of　contract）と混同するおそれが
ある。それ故，“trade　terms”という用語は，ドイツ語にもみられるように，
商慣習上用いられる定型的契約を指すもので，国内取引にも貿易取引にも使用
されるところから，その訳語として，r定型取引条件」という言葉が適当では
なかろうかo
注（ユ）Wil1ist0皿On　Contracts，§661，p．112一珊㎞”Y．P脇醐幽0o”10o．，269F．
　　968（C，C．A．2）；D2Sまψ〃o机A∫o地ま〃亙榊ままCo”318I11．，345，149N．E．
　　284；∫ま榊刎∫∫v．万．Lρ伽〃2s　Coゆ．，1241Misc．154，207N．Y．S．157；Kα8脇v．
　　〃b榊2〃，6A－D．2d816，175N．Y．s，2d315；D2ψS6〃肋0〃Co．q戸τ伽α∫
　　v．π〃s　G伽Coゆ．（Tex．Civ．App．）328S．W．2d897．
　（2）Wmston，oか漱，p．113．Restatement，§247，mus．3，p．351．末延訳，前掲
　　書，141頁。S刎肋C0．w”b舳”α6硲193A．D．126，183N．Y．S．500一
　（3）　Maughan，C．，τ吻幽Z召勅D功閉脇o施5，Londdn，1924，pp．100，101，138，139，
　　and140～145．
（4）I口temational　Chamber　of　Commerce，1伽勿舳s1953，Paris，1953，p．10．
　（5）規則1，規則7第1項，第2項，第4項および第6項，規則8第3項，規則11第
　　1項および第3項、規則12第1項，第3項および第4項，規則14第2項，規員凹15百
（6）Warsaw・0xford　Ru1es，Rule1．
　（7）Restate皿ent，§248，p．352。末延訳，前掲書，142頁。
（8）Williston　On　Contracts，§661，p－117．
　（g）肋泓，p．11τ　Restatement，§248，p．352．∫〃肋v．励oo刎，159Ia．592，141
　　N，W．32．
　①◎　U，L，I．S。，§1．
　⑩　I．C．C．，1㎞o彦2舳∫1936，p．5．I．d　C．，乃κoま〃刎∫1953，p．1O、
⑲　上坂酉三「貿易慣習」昭和34年，23頁以下。
⑱　中井省三「貿易と用語規貝I及取引約款」昭和30年。ここでは，「貿易用語」を用い
　　ている。
⑭　上叛酉三「貿易償習の研究」昭和25年は，貿易慣習を広く解しているが，同「貿
　　易憤習」昭和34年では，これを「定型取引条件」に隈定している。
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4．商慣習の発生と発達
　1）商慣習の発生要因
　本節において，商慣習の発生と発達に影響を及ぽす要因およびこれが固定す
る理由などについて考察するが，ここで述べる商慣習は主として定型取引条件
に隈定する。このような商慣習が発生し形成される原因は，第1に，商業を営
む着が伝統的な影響力を有する慣例的行為を好む傾向にあるということと，第
2に，商敢引それ自体が，規則正しい，単純化された，合理的な常習的行為を
要求するということにある。に〕個々の商業を営む個人またぱ企業の商業活動に
おいて，安全性や合理性をより一層確実にするために，過去の経験にもとづい
て考えだされた合理的な取引方法を，このような個人または企業の取引慣行と
称する場合には，この取引慣行はもちろん商慣習ではない。しかし，相互の取
引関係の拡大に伴って，かかる取引慣習の適用範囲が次第に拡がり，その領域
内における同種の取引に関係する老がそれぞれの取引慣行に見られる合理性を
認識し，これを自己の取引方法に採用する過程を通して，この領域において同
種の取引に従事する商人が一般に遵守するものとみなされるような取引方法が
形成される。これに従って売買当事者間の相反する利害関係の調和がはかられ，
より一層安全な取引が行なわれうるようになり，しかも，これが長い年月にわ
たってひんぱんにくり返し実施されるならば，いつしかこれが商慣習であると
一般に認められるようになるであろう。
　一般に，商人は同じよう注契約を何回もくり返しているうちに，やがて，日
常ひんぱんに用いる条項を印刷した契約書式にして，契約を結ぶようになるで
あろう。この方法によって，契約書の作成時聞は大いに節約される。特に貿易
取引においては，標準化された契約書式が早くから用いられるようになった。
これを利用する当事者は，これによって取引の簡易化および合理化を目的とす
るのであろうが，また自分の用意した契約条項を相手方に押しつげることによ
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り，自已の立場を有利・安全なものとすることができる。特に，これを利用す
る当事老が相手方に比べて著しく大きな経済力を有するときに然りである。更
に，このようた犬きな経済力を持つ当事着が同業者と手を組んで組合を作り，
この同業組合が標準契約書を制定するときに，一層はっきりあらわれる。一勃こ
のような同業組合が19世紀後半に，ロンドソやリバプールなどの主要貿易港に
出現する。｛劃
　イギリス商人が海外市場から原料を輸入するとき，常に自分達が作成した標
準契約書を外国の取引相手に承諾させ，この簡潔な合理的契約書をくり返し用
いることによって，イギリス商人の取引慣習ば次第に海外各地に拡がっれや
がて，ヨーロッバ犬陸諸国やアジア，アメリカの商人達が海外市場に乗り出し
たとき，彼等ぼ，貿易取引におげる経験が少ないのと競争力が弱いために，当
時すでに優勢な地歩を築きあげていたイギリス商人の取引慣習と諸制度を学び，
そして何等ちゅうちょすることなくこれに従ったのである。棉花，穀物，ゴム，
ジュート等の国際商品は，イギリスの取引慣習にもとづいて作成され発達した
標準契約書式により，国際的に取引がなされるようになった。このようにして，
19世紀末までに今目の貿易慣習の基礎が確立し，こ棚こ荷為替信用状やTmst
Receiptのような新しい商慣習が今世紀になって加わり，今日の国際商慣習
に発達した。囚商慣習の助けにより，同業組合や取引所の機能が十分に発揮さ
れるようになる。また，商慣習は取引所や組合の売買条件の構成要索にとり入
れられることにより，一方においては商慣習上確立した取引条件として普及す
るが，他方，例えば，上記のように標準契約書式の中に固定化する。
2）商慣習の発達要因
取引慣習の発達に影響を及ぽす要因として，これが適用される領域内におげ
る隔地取引の発達程度およびこれに適用される法律規範の規制する程度が考え
られる。当事者双方が相対して商談を進め，また買主が自己の欲する商品を検
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査してから購入するような店頭取引または定期市における取引では，契約内容
が一般に個別的であり，普遍的な拘束力を有する統一的な取引慣習の助けを殆
んど必要としない。
　これに対して，領域内において隔地取引が活発に行なわれるようになると，
一般に商慣習が普及され，また商慣習の発達に伴って隔地取引が促進される。
そして，隔地取引の嬉大に比例して，その領域内の取引量も一般に著しい増加
を示す。同種商品の取引がひんぽんにくり返されると，契約締結に際して，個
個の条項がその都度いちいち明示的に契約書に挿入されるようなことがなくな
り，規則的にくり返される契約条項は極めて簡単な形で表わされるか，あるい
は黙示的に適用されるようになる。ここに商慣習が形成され，これが契約を補
足説明する。⑤
　童た，商取引に適用される法律規範が十分でない場合には，これを補足する
商慣習が必要とされ，その実現が促されることが少なくたい。したがって，商
憤習の発達は，その適用領域が法律によって規律されているか否カ㍉またその
規律の程度如何により影響を受ける。この点，それぞれ異なる国に営業所を有
する当事者間に行たわれる貿易取引においては，今日のところこれに適用され
る国際的な統一売買法がまだないという事実副からも容易に考えられるように，
取引慣習に対する要望が特に強く，その発達に抽車がかけられた。
　前記の如く，取引慣習が確立し，これを利用することになれば，契約内容が
著しく単純化されかつ統一化されるので，個々の売買が迅速かつ合理的に処理
されうるようになる。その結果，従前よりも数量・金額の大きな取引が行なわ
れるようになり，しかもこれが単純化された契約にもとづいて行なわれるので，
相対的に危険が増犬するように思われるかも知れない。げれども，取引慣習に
もとづくということは・その種の取引に従事する商人が一般にその慣習を認識
していることを意味するのであるから，これによって取引行為が客観化され，
かえって危険が減少する。また，取引慣習は，運送・保険・金融などの近代的
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諾制度の発達を背景とするのであるから，売買契約の当事者がこれを利用する
ことにより，契約履行が安全・確実なものとなるだけでなく，これに伴って費
用の軽減も可能となり，更に金融上の便宜を受げることによる資金や危険の負
担を回避することもできる。また，各種制度を利用する取引慣習が定型化する
程に普及すると，この定型的契約の履行に伴う不便または欠点を補うために新
しいサービスが提供されるようになり，その内容に若干の変化が生ずる。ある
いは，科学技術の進歩により，より一層安全・迅速・低廉な犬量輸送が新Lい
運送手段によって行なわれるようにたれば，これに伴って保険・金融その他の
諸制度にも変化が生じ，その結果，売買の履行方式も当然これらにもとづいて
変らざるをえないから，そこに新しい敢引慣習が発生す乱
　3）商償習の固定（統一化）
　商人は，一般に売買差益の獲得を目的として売買活動を営むものであるから，
売主と買主の利害関係は常に対立しており，しかも国際物品売買に関する統一
法を欠く現状において，貿易取引の当事者間に力関係の均衡を保ち，契約の締
結，履行および紛争解決にあたって判断の尺度を与え，そして国際市場の秩序
を維持するために国際的な取引慣習が当然に要望されるであろうし，またそこ
には国際取引に最適な商慣習がおのずから発生し，発達す乱
　今目の貿易取引が主として，F．0．B．やC．I．F。という定型取引条件によ
って行なわれていることは，本稿の冒頭に述べた。これらの定型取引条件は同
時に発生したのではなく，各時代の諸制度にもとづいて発生し，諸制度の進歩
に伴って，内容に変化を生じ，やがて新しい取引慣習が発生すると，売買取引
も次第に新しい取引慣習にもとづいて行なわれるように推移していく。初期の
F．0．B．慣習は貿易港において異国人との間に交易が行なわれた時代に発生
したもので，今日においても輸出者が輸出品を製造業者から仕入れる国内取引
・にみられる。通信・交通機関の発達に伴って，今日行なわれているような隔地
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取引形態の貿易がF．O．B、条件で行なわれるようになり，あるいは売主に追
加義務を課する特約付F．O．B．が出現する。ω貿易取引が隔地敢引形態で本
格的に行改われるようになると，ここにαL　F．慣習が確立するにいたる。㈲
　これらの定型取引条件の解釈は，商慣習または商慣習法にもとづいて行たわ
れるので，契約当事者がこれについて正しい理解をもたなかったり，あるいは
当事者間にその慣習の内容について意見の一致を欠くときは，商慣習を有効に
利用しえぬばかりでなく，さらに損失または危険を招くことになりかねない。
このような事態を顧慮して，貿易取引の安全と発達を図るために，商業会議所，
取引所，同業組合などが定型取引条件の解釈の統一化に果した役割は非常に犬
きい。これらの団体により領域内の取引条件に関する慣習の確認がなされ，こ
の取引慣習の利用を一層効果的なものとするために，最大公約数的な確認事項
にもとづいて，解釈基準としての統一規則または標準契約書が制定され，刊行
されている。棚
　貿易慣習とこれにもとづいて各種経済団体が作成Lた統一規則は，いずれも
国際商取引の秩序を維持するという目的において，類似性を有する。けれども，
すでに述べたように，両者の性質は異なるものである。取引憤習はその時代の
諸制度を背景として絶えず発展し，変化するものであるから，その内容につい
て貿易契約の当事者双方がいつでも全く同じ理解をもっているとはかぎらない。
こ棚こ対して，商慣習にもとづいて作成された国際的統一規則にその解釈をゆ
だねるならば，当事者間の意見の食い違いによって生ずる紛争を避けることが
できよう。㈹けれども，商慣習はその実態調査の時点でこの統一規則の中に固
定されてしまい，10年，20年という歳月がたつと，実際に行なわれている取引
慣習と統一規則の間には大きな相違が当然に生ずる。解釈基準としての統一規
則に習熟することにより，取引の安全かつ合理的在遂行が可能となるが，この
統一規則は遇去の時点における取引慣習の解釈であって，現時点におけるもの
でないということを忘れてはならたい。
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注（1）　正Ie皿zler，a，a．0．，S．114任．
　（2）　この種の契約を附従契約または附合契約（con旋act　of　adhesion；co皿施t　d’adh6・
　　SiOn）といい、特に船会杜，保1険会杜，銀行などとの各穫契約にみられる。
　（3）Lo旦don　Com　Trade　Associa置on，Ltd．；LiverpooI　Cotto11Association，Ltd．；
　　工皿co卯orated　Oil　Seed　Association；Londo■Oil＆Tallow　T胞de　Association；
　　Ge雌刻Produce　Broker’s　Ass㏄iation　of　Londo口；Brem㎝Baumwol1bεrse；
　　Vereユn　der　GetreIdeha－1d！er　der亘a血b岨ger　Borse，Bureau　du　Un－o皿Lyo皿na！se
　desM雄chantsdeSoieなどがある。
　¢）Lagergren，G．，τ肋工伽伽げP切材ヅノレ如〃o〃oツ，in　The　Sources　of　the　Law
　of　I皿temational　Trade，ed　by　Schmttho伍，C，London，1964，p．201丘
（5）慣習法（CuStOmまたはCuStOm町1aW）としての商慣習法（CuSt0血S　Of　mer・
　Cha皿tSまたは1aW　merChantS）は吉くから法源として考慮された。しかし，取引
　憤習（鵬age）が契約の解釈方湊として法により認められるようになったのはユ8世紀
　末（1779年）である。閉．紹1榊0〆乃v．ル1脆o勉，（1779），ユDoug（肋g）20ユ，gg
　l…：ng．Rep．132．
（6）1964年の国際物品売買統一法は，イギリス，サソマリノ，ベルギー，イタリァ，
　オラソダおよびイスラエルの批准により，1972年8月18日に，また国際物品売買契
　約の成立に関する統一法は，イスラエルを除く上記5ヵ国の批准により1972年8月
　23目に発効した。朝岡・土井・小林・竹田，前掲書，4頁。Max・Plank－Institut
　焔rAus1虹disches㎜dInter蝸ti㎝aiesP曲疵㏄肘，∫㎜κ郷ゲ1滅舳肋伽1
　吻ク殉榊〃〃，S口pp1eI皿ent，Leide口，1973，p．12．
（7）　“Free　on　board，and　incIuding　freight　and　insurance．”　0o〃肋〃〃　v．肋立杉
　（1856）5H・L　Cas・673・Tb刎吻ωw工砒oα∫（1861）1B、＆S．185．
（8）初期の判例には，“cost，freig趾and　insurance”という表現が契約書に用いられ
　ていたことが示されている。τ〃g2”ωwS刎12”（1862），7H．＆N，574．1〃肋〃
　帆五伽惚鋤〃（1872）。L　R5H．L．395．ユ9世紀末から今世紀初頭の判例には，
　“C．瓦I一”または“c．丘a口d　i．”という略語を用いた契約があらわれる。””4必
　v・挑蝪泌η109N二Y，500（1888牟，アメリカの判例）。1カ〃伽惚7＆0o、汎0物一
　刮刎＆S加2必〃93〃＆〔1912〕2K・B・94；81L．工K．R650．他方，今世紬こは
　いると“c．t£”という略語が用いられるようになり，1919年アメリカ貿易定義が
　制定される頃には，この略語が一般的なものとなる。肋力伽まマ、3棚鮎s伽肋
　4戸物α．（1901），18T．L　R．24．月o1伽g肋w1〕〃〃〃喜鵬0o、（1904），10Com．
　Ca割42■λ刎乃o”1（α地召惚＆Co・v・Bり肋ら0κ醐，1o〃”dα伽＆Co．〔1915〕2K．
　R鰍”〃＆肋鮒”汎3燃危λ物伽〃肋刎ωCα，五姐〔ユ916〕2K且
　605・5刎去肋0o・，1二肱v・〃6他伽，110Atl．94，267　Pa．107，10A，L．R．69Z
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　（1920年，ペソシルヴェニア州最高裁判例。契約カミ締結されたのは1916年）なお，
　詩人丁．S．Eliotは1916年（28歳の時）にLloyd’s　Bankで外国為替業務を担当し
　ていたといわれ，後年発表した“The　Waste　L拠d”の刺こ，“αえアLondon；
　d㏄uments　at　sight，”（210行目）という周語を使1用している。森沢三郎「文芸に
　表われたTrade　Terms」（日本商業英語学会「研究年報」（第27回），1968年刊），
　27頁以下。
（9）例えは，次のものがある。Intemat－ona1ChamberofCommerce・〃ま召伽物伽1
　1～刎135力7まゐ21あま2ゆ”召まαま｛o免　ρブ　τ”α∂2　1セγ刎s（11勿ooま2舳8），1953；　1加勿7伽〃o伽1
　1～〃伽力7伽〃吻〃肋κ伽ヴ伽乃舳ポ“ル肋〃ω〃カo勉肋〆’α〃∂“D狐
　砂37ε〃　∂〃妙力α5♂’1吻勿ま7〃1～〃135．　1967；　σ物ξ卿榊　　C〃功o〃，∫　”堀6　1P茄㏄サ去62　プδグ
　1）o‘助〃zθ〃fαη　C”召‘房f，　1962；　乙一〃｛ゆ7刎　1～〃1θs　皿7　オゐ3　00〃θげ｛0勿　　q戸　（】0〃竈〃02拓δα1
　P妙肌　1967．I口tematio口創　Law　Association：R〃鮒力f　C．ヱ灰　Co〃刎oな
　（〃あク醐〃一0功〃　R刎1ω），1932．Nationa1Foreign　Trade　Counci1：五ω細d
　／1刎召”6σ勉1「0”4g閉　τκ邊6召D幼閉〃あ燗，　1941．
⑩　I．C．C。，1刎o加〃勉81953，The　purpose§3，p．6．
5．国際商慣習の動向：結語
　1）国際統一法と取引憤習
　貿易港を中心として営まれた居留地貿易または出先貿易から，通信手段を用
いて海外各地の取引相手と契約を結び，運送・保険・金融などの諸制度を利用
して営まれるグローバルな貿易取引に移行すると，その取引に数ヵ国の国内法
が関係するので，種々の不確実・不安が生ずる。これを取り除くために，国際
貿易取引独自の法偉を作るべく，各種国際機関によって努力がなされてきた。
その一つは，ローマの私法統一国際協会（Intemationa1Institute　for　the
Unifcation　of　Private　Law）ωや国際連合の国際貿易法委員会（United　Na－
tions　Commission　on　Intemationa1Trade　Law）121による国際貿易関係統
一法の立法であり，他は，国際商業会議所や国連欧州経済委員会　（United
NationsEconomicCommissionforE岨ope）その他の国際機関による国際
商慣習法（intematiOM　CO皿merCia1㎝St0血）㈲の制定である。
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　私法統一国際協会の「国際物品売買統一法草案」（1939年）は全文105ヵ条か
ら成り，第7章（第1似条および第105条）にF．O．B．，α＆F．およびC．L
F．約款に関する規定を設けた。同協会の意見書によると，国際貿易取引にお
いて広く知られているこれら用語の解釈基準を詳細に規定しても，業界の進歩
に伴って直ぐに時代遅れになってしまうおそれがあるので，引渡提供および危
険移転に関する規貝四（第104条）とC．L　F、またはC一＆F．契約において通
し船荷証券が使用される場合の引渡提供に関する規則（第105条）だけを設け
たという。一41これに対し，ハーグ外交会議の特別委員会はこれらの定型取引条
件について詳しい規定を設ける希望を有したが，国際商業会議所は，イソコタ
ームズがup－to－dateの解釈基準を提供していること，および国連欧州経済委
員会の標準契約書式においてもインコタームズを適用する旨の規定を設げてい
るにすぎないことを挙げ，国際統一法案からこれらの規定を削除することが望
ましい旨の意見を述べた。㈲その結果，1956年の条約案の起草に際して，これ
らの規定は削除された。一6〕
　国連欧州経済委員会のプラソト輸出標準契約条項の最初のものには，契約成
立時に有効なInCOtermSに従って危険移転の時期を確定する旨の規定が設げ
られているが，ωその後のものになると，若干の定型取引条件について危険移
転の時期を規定し，InCOtemSを解釈塞準とする旨の文言は削除されている。：劃
スカソジナヴィア諸国の売買法は，f．o．b．（第62条），c㎝ゴage　paid　or　cost
and　freight（第63条），c．i．f．or　c．a．f．（第64条），free（franco）or　free
de1iYered（第65条）に関する規定を有する。1釧また，1957年秋モスクワにおい
て東欧諸国問に締結された物品引渡一般条件に関する条約においても，第2章
引渡の基礎条件（第5条～第10条）を設げ，ここで若干の定型取引条件につい
て規定している。ωアメリカ統一商法輿にも，F．O．B．およびF．A－S．（§2
－319），C・工・F・およびα＆F・（§2－320，§2－321），Ex　Ship（§2－322），
No　arri制，m　sa1e（§2－324）の解釈に関する基本的な規定がみられる。
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　グローバルな多数国聞条約としての国際物品売買統一法はまだ存在しないが，
上記のように地域的な多数国聞条約が若干存在する。これらの統一法は取引慣
習を考慮して作成したであろうが，またそうすることにより慣習が明文化され，
そこに固定してしまうことは，統一法の規定がやがて実際に役立たぬものにな
ることを意味する。したがって，定型取引条件についても，引渡提供がなされ
る時・場所に関する基本的規定は必要であるかもしれないが，特約または憤習
を優先させることが常に要求されよう。そこで，国際貿易取引に適用される統
一法が実現しても，貿易に従事する商人は，やはりこれまで通り，取引慣習に
ついて正しい理解をもつことが犬切と考えられる。
　2）新しい制度の発達と統一規則の改訂
　商慣習は，同一地域または同一職業において一般に承認されている程度に確
立した常習的行為であるが，固定Lたものではなく，諸制度の推移にしたがっ
て変化する。それ故，解釈基準としての統一規則は，常にup－to・dateである
ことが望ましい。例えぱ，アメリカ貿易定義は1919年に制定されたが，1941年
に改訂され，またインコタームズは1936年に制定され，ユ953年に改訂された。
その後20～30年が経過しているが，まだこれらの解釈基準は再改訂されていな
い。この聞に世界の貿易は目覚しい発達を遂げ，殊に過去数年間にジャソボ・
ジェット機による航空貨物運送，コソテナによるユニット・ロード・システム
や複合一貫運送という新しい貨物運送方式が導入されるにいたり，その結果，
国際貿易取引にもいろいろ汰影響があらわれている。
　F，0，B、はr本船渡」条件として知られているが，その内容は，すでに述
べたように，変化している。まして，アメリカ貿易定義にみられるようなF．
0．B．慣習に汰ると，本船渡のような隈定的意味を失っただげでたく，一般に
運送手段に積込んで引渡す「積込渡」という概念に拡大され，更に指定仕向地
において運送手段から約定品を引渡すという「持込渡」の概念に発展した。岬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1351
　250
このようなアメリカのF．O．B．類型を，アメリカ統一商法典は，F．0．B一
（p1aceofs虹pment）とF．O．B．（p1ace　of　destination）に分類してい
る。胸アメリカの世界貿易におげる地位が第二次大戦後飛躍的に増大した結果，
アメリカのF．O．B．慣習が他の国にまで拡大して適用されるようにたってい
ることは事実である。
　国際商業会議所が，1936年イソコタームスを改訂すべく，イギリス国内委員
会にその改訂案の作成を依頼したが，同委員会は改訂案に対する各国の意見が
正しく行なわれるように配慮して，本船渡条件を“F．O－B．Vesse1”と表示
した。胸前記の如く，ジェット機の商業航空機化と大型化により，航空機の輸
送力が大幅に増大Lてきている。航空貨物運送による貿易取引は，従来の海上
運送による貿易取引とは当然異なる問題を包含するであろう。それにも拘らず，
“F．0．B．1〉［anchester　to　Paris”というように，従来からのF．0．B．とい
う用語を一般に利用している。イギリスにおいても，いつの間にか，F，0．B．
は本船渡に限定された定型取引条件ではなくなり，拡大された意味をもつよう
になった。そこで，イギリスにおいても，本船渡条件を表示するためには“F．
αB．Yesse1”でなげれぼならなくなってきたようだ。幽
　C．I．F．も航空貨物運送による貿易取引に利用され，“c．t　f．Mantrea1by
ai㎡reight”というように用いられている。今のところ，航空貨物運送におい
ては，A辻Waybillが権原証券（docment　of　tit1e）としての役割を果して
いない。㈱したがって，C．I．Rという用語が用いられても，これは象徴的引
渡を意味する定型取引条件ではなく，全く価格条件としての意味にとどまる。
また，航空機による貨物運送が将来もっと普及するであろうが，その場合に高
速運送に伴う書類の迅速な提供方法が聞題となるであろう。㈹
　貿易取引は新しい制度を導入してどんどん変ぼうするので，これに合せて新
しい取引慣習を確認し，これにもとづいて解釈基準を改訂し，常にup・to・date
に保つことは確かに望ましいことではあるが，実際には困難である。また，解
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釈基準が目まぐるしく内容を変えることは，ある意味で好ましくない。新しい
制度が出現し，これによって新しい形の貿易取引が行なわれるようになっても，
新しい取引慣習が確立するには相当の時間を要する。これが一般に広く利用さ
れるようになれば，従来の統一規則を改訂することになろうが，改訂有無にか
かわらず，このような新制度を利用して貿易取引を実際に行なっている当事者
は，契約の締結・履行に際して，自己の安全に十分に留意しなければならない。
　結　語
　貿易慣習が統一法の申に採り入れられて，その内容がある程度固定したり，
またはその解釈基準たる統一規則あるいは標準契約書式の改訂が遅れたりして
いるうちに，貿易業界はどんどん前進していく。新しい制度を利用する取引が
かなり広く行なわれるようになっても，これに関する取引慣習が十分に確立し
ないうちは，従来のものを適用しなけれぱならない。従来と同じ敢引条件を用
いていると，契約の内容もこれまでのものと同じであるという錆覚を起Lかね
ない。定型取引条件としての用語から契約内容を判断すべきではなく，どのよ
うな内容の契約をその用語によって表示しようとするかということを考え，そ
れが適切になしうるか否かを検討しなければならない。
　そこで，貿易売買の当事着が，自已の取引を安全かつ合理的に遂行Lようと
欲するならば，国際的た統一規則により，定型取引条件の基本的性格とその内
容をまず理解し，次に現行の取引慣習を考慮して，両者の間に相違点または暖
味な点があれぼ，これらについて明示的に特約をすることが望ましい。
　常に新しい贋習が形成されつつあるといいうる。特に，今目その兆侯が顕薯
である。このよう抵動向によって，将来の貿易取引がどのような方法によって
行なわれるように注るカ㍉ある程度，これを想像することができる。貿易敢引
は，過去の取引慣習によって行なうものでもたげれば，将来の取引慣習による
ものでもない。しかし，現在の取引慣習を正しく理解するには，遇去を知らな
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ければならないし，また現在を通して，将来の変化に対処する準備の心構えを
しっかりと持つことも大切であ乱19世紀末に確立した新しい国際商慣習にも
とづいて，遇去約70年間に世界の貿易は目覚しい発展を遂げた。しかし，この
問にも，新しい制度が発生・発展し，国際商慣習は大きく変化した。このよう
な変化は将来においてはもっと短期間に起るであろう。また，このような変化
は自然に生ずるのではなく，むしろわれわれがこれを起すのであり，この変化
を先取りする者が競争に勝ち残ることができるといいうる。（1974年9月）
注（1）UnidrOitと略称。1926年4月，旧国際遠盟とイタリア政府との間に設立の協定が
　　結ぱれ，1928年5別こ正式に発足した。有体動産の売買｝こ関する統一法草案を起章
　　する委員会の設置が決定したのは1930年4月である。
　（2）UNCIT㎜と略称。1966年12月の国連総会にて，この委員会の設立が決議され
　　た。29ヵ国の代表から構成される。当初の課題として，国際有体動産売買，国際決
　　済および国際商事伸裁に関する統一法を検討する。
　（3）Schmittho丘は，この用語を，国際機関により制定された統一規貝口や標準契約書
　　の中に明確に述ぺられているような国際商憤習に限定して用い，国際機関によりま
　　だ確認されていない事実たる敢引憤習をintemati㎝al　COmmerCial　uSageと呼ん
　　でいる鉋Schmittho丘，C．M．，Z肋S伽舳3φ伽〃ωげ〃舳肋｛o〃丁榊払
　　London，1964，p．16．
　（4）　Intemational　Institute　for　the　Uniication　of　PriTate　Law，1）”ψoグα舳物榊
　　1肋0〃肋舳肋物15α1召8ゲ800必（ω幼0吻1刎0砂α凸12∫）”〃R幼0〃，r帆ed．，
　　Rome，1951，p．106。
　（5）I　C　C　COmmsslon　On　Intemational　Aspects　of　Commerc－a1Law，D”城ザ
　　σ脇伽肋〃ωo勉〃舳励o伽1Sα1偽げGooゐ（Coゆ伽ω1〃o砂α肋∫）α〃伽
　　co勉％ゴ榊2qグ肋2肋8脇，Doc．No．465／1，13．vIIL1952，p．5．
　（6）　COmmissiOn　Sp6ciaユe　nom㎜6e　par－a　Conf6rence　de1a　Haye　sur　la　vente，
　P”勿勿6’〃榊工o｛σ〃ゆ舳2醐7　1α　吻勉勿　肋加〃刎肋伽1θ62s0勿2応〃o5荻砺s
　　C07カo”吻ゐ，La　Haye，1956，PP．40～41．
（7）　E・C・E・，G榊柵1　Co〃擁｛o刎5jわ7　肋θ　∫〃力φ妙　ρ戸　P伽〃　α〃6　〃αc〃〃θη　jわ7
　刀κμ戊No．188，Geneva，M蛆ch1953，§6．Passing　of　Risk．E．α且，0伽榊1
　Co〃搬伽〃伽8ψ肋”〃励励｛・〃げ肋〃σ〃肱脇仰伽肋力o〃α〃
　亙κクo花No．188A，Geneva，March1957，§9．Passi口g　of　Risk、
（8）E・αE・，G舳〃Co〃”｛o榊ψSo1θ伽伽1妙o材α〃〃カo〆ガ肋励12
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　Co〃醐刎〃0ooゐ”〃げα危〃亙〃8加紹〃犯g　Sまoc尾　λ励o1θ5，No．730，Geneva，
　Mafch1961，§5・Passing　of1≡dsk・
（g）　The　Purchase　a日d　Exchange　of　Goods　Act・enacted　in　Swede1ユ（June　20・
　1905），Denmark（ApriI6，ユ906），No岬ay（May24．1907），and　Ice1and（July
　17・1911；June19．1922）・
⑩　General　Conditions　of　Deli平ery　o｛　Goods　between　Organizations　of　the
　Member－Countries　of　the　Counci1for　Mutual　Ecommic　Assistance（1958）。
　General　Conditions　of　Dehvery（GCDと略称）は，ユーゴスラヴィァを除くすぺ
　ての東欧諾国により採択されてい私　これは，それまでに東欧諸国間に締繕された
　28の二ヵ国間条約に代るもので，CMEAカロ盟国の外国貿易機関相亙聞の契約にもと
　づく物品引渡は，原則としてGCDに従って行なわれる。Schmittho伍，o少畝，PP．
　17and68、
⑩　上坂酉三「貿易慣習」昭和34年，153～201頁参照。
⑫　U．C．C．，§2一一319（1）。
⑫　I．C．C．Committee　on　Trade　Terms，灰ω畑o物ゲ11榊o勿舳∫1936．1）所ψ
　R刎畑o施，prepared　by　the　British　Nationa1committee，Doc．No．460／1，17．vI．
　1952，p．3、；ditto，Rωケ血o荊ヴ11伽oま2榊∫1936，Sωo〃一0畑％Rθ卸｛血oπ，prepared
　もy　the　British　Nationa1committee，Doc．No．460／6，18．x．1952，p．7．；ditto，
　D閉ガRω畑oκゲ肋励2舳5，adopted　by　the　Committee　on　Trade　Terms，Doc．
　No・46以8，2＆XI．1952，p・7・；ditto，肋ωま〃刎∫1953，D糊卯，adopted　by　the
　committee　on　Trade　Tems，Doc．No．460／11，5．II．1953，p．9．
⑭　Britisb　Association　of　Chambers　of　Commerce，F0。且γあsθ1，rev．ed。，
　London，1965．
⑯　pa1，L　T．，λかτ〃幽Z鮒刎∫，in　The　Joumal　of　Busi口ess　Law，Janua取1973，
　P．11一
蝸Ucc，§7｛05DestmatlonBlllsおよびUcc，§7＿306A1teredB／Lを
　参照。
　本稿は早稲田大学産業経営研究所の研究プロジェクトによるものであること
を付記する。
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